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リサイクル実績不法投棄未然防止事業協力および離島対策事業協力
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2  不法投棄未然防止事業協力および離島対策事業協力

2.1  不法投棄の現状

2.2  離島地域における家電リサイクルの現状と課題

環境省は、家電リサイクル法施行後の廃家電 4品目の
不法投棄台数の推移を毎年調査し、公表しています。
この不法投棄調査は全国の 1,741 市区町村を対象に実
施したもので、2018 年度の廃家電 4品目の不法投棄台

数は 54,200 台であり (不法投棄台数のデータを取得して
いる 1,740 自治体のデータに基づく推計値 )、前年度と比
較して横ばいでした。

離島地域の小売業者は、本土の小売業者に比べて海上
輸送を含むため、高い収集・運搬料金の請求を行わざる
を得ない状況になっており、離島地域の排出者に対する

収集・運搬料金の不公平性の問題が発生しているとの指
摘があります。

図表Ⅳ－ 7　廃家電 4品目の不法投棄台数（2000 ～ 2018 年度）

図表Ⅳ－ 8	 廃家電４品目の引取りに際して小売業者が請
求する収集・運搬料金（平均値）

図表Ⅳ－ 9	 離島における収集・運搬
料金の内訳

［出典］ 「平成 30年度廃家電の不法投棄等の状況について」(環境省、2020年 1月 17日 ) より作成
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 ［出典］ 第一次評価・検討合同会合 (第 11回 2007 年７月 30日）資料４より作成
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※人口カバー率：廃家電4品目の不法投棄の状況把握調査において、不法投棄台数のデータを有していた自治体の合計人口の総人口に占める割合。

①     環境省がアンケート調査によって把握した不法投棄台数 ②     ①を人口カバー率で割り戻した台数（推計値）
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2.3  製造業者等による市区町村等への協力に関する取組

Ⅳ章　普及啓発活動および支援活動

家電製品協会では、製造業者等からの委託を受け、「不
法投棄未然防止事業協力」および「離島対策事業協力」を
行っています。
「不法投棄未然防止事業協力」とは、不法投棄未然防止
対策について積極的に取り組む市区町村に対して助成金の

交付を行う事業です。「離島対策事業協力」とは、離島に
おける収集・運搬の改善策として、一定の要件を満たして
いるものについて海上輸送コストに見合う助成金の交付等
を行う事業です。

両事業について、2019年度に助成金の交付を行った市区町村は以下のとおりです。
❶市区町村が助成金交付の対象となる事業を行った期間
　：2019年 1月 1日から 12月 31日まで

❷不法投棄未然防止事業協力  実施市町（86 市町）

北海道 札幌市 北海道 旭川市 北海道 釧路町 北海道 羅臼町 宮城県 気仙沼市
秋田県 三種町 福島県 白河市 栃木県 茂木町 埼玉県 さいたま市 埼玉県 飯能市
埼玉県 狭山市 埼玉県 草加市 千葉県 千葉市 千葉県 船橋市 千葉県 佐倉市
千葉県 市原市 千葉県 君津市 千葉県 白井市 東京都 青梅市 東京都 町田市
東京都 小平市 東京都 日野市 東京都 あきる野市 東京都 日の出町 神奈川県 横浜市
神奈川県 川崎市 神奈川県 相模原市 神奈川県 藤沢市 神奈川県 茅ヶ崎市 神奈川県 愛川町
石川県 内灘町 山梨県 南アルプス市 長野県 須坂市 長野県 伊那市 岐阜県 岐阜市
愛知県 名古屋市 愛知県 豊橋市 愛知県 蒲郡市 愛知県 犬山市 愛知県 常滑市
愛知県 小牧市 愛知県 大府市 愛知県 豊明市 愛知県 日進市 愛知県 清須市
愛知県 東郷町 愛知県 武豊町 三重県 津市 三重県 四日市市 三重県 鈴鹿市
三重県 名張市 三重県 亀山市 滋賀県 野洲市 京都府 京都市 京都府 舞鶴市
京都府 亀岡市 京都府 京田辺市 京都府 大山崎町 大阪府 豊中市 大阪府 枚方市
大阪府 柏原市 大阪府 島本町 兵庫県 西宮市 奈良県 奈良市 奈良県 橿原市
奈良県 生駒市 徳島県 上勝町 愛媛県 松山市 愛媛県 東温市 高知県 四万十町
福岡県 北九州市 福岡県 福岡市 福岡県 直方市 福岡県 中間市 福岡県 芦屋町
福岡県 水巻町 福岡県 岡垣町 福岡県 遠賀町 佐賀県 鹿島市 長崎県 壱岐市
宮崎県 西都市 鹿児島県 鹿児島市 鹿児島県 奄美市 沖縄県 糸満市 沖縄県 豊見城市
沖縄県 南城市

❸離島対策事業協力  実施市町村（18 市町村）

北海道 奥尻町 北海道 礼文町 東京都 大島町 東京都 利島村 東京都 神津島村
東京都 八丈町 東京都 小笠原村 長崎県 壱岐市 鹿児島県 屋久島町 鹿児島県 奄美市
鹿児島県 瀬戸内町 鹿児島県 喜界町 鹿児島県 徳之島町 鹿児島県 和泊町 鹿児島県 与論町
沖縄県 宮古島市 沖縄県 多良間村 沖縄県 与那国町

家電製品協会では、中立的かつ公正な運用を図るため、第三者委員会を組織し、
第三者委員会の決定した政策等のもとで本事業に取り組んでいます。

不法投棄未然防止事業協力と離島対策事業協力については、家電製品協会
ホームページで確認できます。
⇒ https://www.aeha.or.jp/recycle/
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(2) 「監視カメラ」の活用事例

◦従来の方式を見直し（質より量を重視）
   （愛知県 犬山市）

従来は自立式の高価な監視カメラを 1台購入して設
置していましたが、地域性で山間部が多く、人目のつ
かない複数箇所への不法投棄が増加していることから、
複数の場所へより多くの監視カメラを設置した方が効
果的であると考え、廉価なカメラを数十台購入して設
置することにしました。

2.4  不法投棄未然防止対策の実施事例
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リサイクル実績不法投棄未然防止事業協力および離島対策事業協力

事業協力を行った市区町村における不法投棄未然防止対策の事例について紹介します。

(1) 「不法投棄防止横断幕」設置の事例

◦不法投棄防止横断幕の設置（北海道 釧路町）
「ごみゼロ週間」の取組の一環として、横 10m×縦
１mのターポリン地の横断幕を国道44号線沿いに設置
し、住民への実施期間の広報と不法投棄防止を呼びかけ
ています。
「ごみゼロ週間」は年 2回設定しており、春の「ごみ

ゼロ週間」（5月 10 日～ 5月 30 日）は、全国的に環
境美化推進の記念日として展開されている 5月 30日の
「ごみゼロの日」等の取組にリンクさせ、秋の「ごみゼ
ロ週間」（10月 10日～ 10月 30日）は「3R推進月間」
と組み合わせて活動を実践することにより、不法投棄の
撲滅や環境美化への意識の高揚を図っています。
春、秋の「ごみゼロ週間」の表示と期間は貼替えでき

るようにして、1枚の横断幕で対応しています。

（3） パトロールの実施事例

◦不法投棄箇所の記録（三重県 名張市）
同市では、不法投棄を防ぐには監視パトロールの継
続的な実施はもちろんのこと、不法投棄された廃家電
4品目を速やかに回収し、不法投棄防止看板を設置す
ることが必要不可欠であると考え、不法投棄されてい
た場所や日時等を電子地図上に記録することに取り組
みました。
不法投棄が多い箇所を地図上で特定できるようにす
ることで重点的にパトロールを行うことができ、不法
投棄を未然に防ぐことができるようになりました。ま
た、市内の広範囲にわたって不法投棄廃棄物を早期に

回収することができるようになりました。常習的な不
法投棄は減少傾向にありますが、今後も引き続き不法
投棄防止事業を継続することで、不法投棄される廃家
電 4品目の量は減少するものと考えています。

① 春の「ごみゼロ週間」時の設置 ② 秋の「ごみゼロ週間」時の設置

今年度は廉価な
カメラを複数台
設置

前年度設置の自立式監
視カメラ

名張市の位置
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Ⅳ章　普及啓発活動および支援活動

●名張市の地図の拡大図の中に、不法投棄箇所をマークします。

●クリックすると現地の廃棄写真等が表示されて、廃棄物の投棄状況がよく分かります。

名張市の電子地図

マーク箇所

マーク箇所の詳細

現地写真添付

（4）回収体制の周知方法の事例

◦自治体独自の教材を使った学習会・研修会
   の開催（三重県 名張市）
同市では、住民への広報として
❶ホームページに掲載
❷ごみの分け方、出し方のガイドブック等の配布物
上記の他に、地域住民や学校等を対象とした学習会・
研修会を開催しています。
教材として市で準備した資料に基づき、廃家電 4品
目の出し方について
・販売店への依頼の場合　
・指定引取場所へ持込みの場合
・戸別収集の場合
・クリーンセンターへの持込みの場合
4通りの方法を地図や連絡先を明記して分かりやす
く紹介しています。
また、家電リサイクル券センターの電話番号も載せて、
リサイクル料金等のお問合せ先をご案内しています。
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消費者等への家電リサイクルの普及啓発活動リサイクル実績不法投棄未然防止事業協力および離島対策事業協力

チラシの表裏には
⃝不法投棄の厳しい処罰
⃝地権者として意識すること
⃝廃家電4品目や粗大ごみの適正排出方法
⃝適正排出の障害や不法投棄の原因になる無許可の回収
業者利用への注意喚起

などが掲載されています。

ポスターには、市・警察と合わせ自治会名が印刷されています。
約 50の自治会に１枚ずつ配布のほか、自治会の施設、掲示
板に貼り出されています。自治会の施設には自治会ごとの催
しなどで多くの住民が訪れるため、チラシ、ポスターで不法
投棄未然防止を啓発しています。

不法投棄は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により禁止されており、

違反した場合、処罰されます。

○不法投棄に関する情報提供ついては、下記にご連絡ください。

不法投棄された廃棄物は、投棄者、土地所有者（管理者）で撤去する責任があります。

土地の管理者は、農地や空き地等へ不法投棄されないように、草刈りや柵・ロープを張る

などして、土地の適正管理をおこないましよう。

○不法投棄物の処理について

○不法投棄物の未然防止策について

不法投棄を防止するには、市民の皆様一人ひとりが

ルールを正しく守って処分することが大切です。

○不法投棄をおこなった者は、

5年以下の懲役もしくは
1,000万円以下の罰金、

またはこれを併科されます。

○法人等の場合は、

3億円以下の罰金
が科せられます。

▪チラシ

▪ポスター

（5）住民への「広報」の活用事例

◦自治会と連携し不法投棄防止を住民に広報
　（沖縄県 豊見城市）
同市では、不法投棄の未然防止策として、ホームペー
ジに具体的な取組施策（監視カメラ、看板設置、監視
パトロールなど）や県下一斉パトロール実施の紹介、
不法投棄されると自身が困ることになる地権者への未
然防止行動の啓発や看板設置の協力など、きめ細かく
掲載をしています。
さらに同市では、大掃除や引越しなどでごみの排出

が増える 12 月と 3 月に住民全員に不法投棄未然防止
が行き届くよう、チラシを作製して広報しています。
また各自治会に対しても同チラシを配布するとともに、
市、警察、自治会が連名になったポスターも作製して
配布することで、地区コミュニティー全員の不法投棄
未然防止に対する意識を高めています。
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Ⅳ章　普及啓発活動および支援活動

(6) ごみアプリの紹介

自治体によっては独自のアプリを作成して活用していますが、企業が提供しているアプリも多数あり、その一部をご紹介
します。

◦ごみ分別アプリ 「さんあ～る」
大阪府枚方市、愛知県清須市をはじめ、事業協力自
治体の多くで登録して、住民へのごみ情報を提供する
手段として活用しています。

▪ごみ分別辞典 「ごみサク」
家庭ごみの適正排出・減量化を促進し、地球環境に

貢献することを目的とする「ごみ分別辞典サイト構築
サービス」。

◦ごみ分別アプリ 「ごみスケ」
ごみの減量を目的とするテンプレートを利用した「ご
み分別アプリ構築サービス」。

さんあ～る ごみサク

ごみスケ
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リサイクル実績不法投棄未然防止事業協力および離島対策事業協力
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2.5  離島対策の実施事例

事業協力を行った市町村で実施された、海上輸送を伴う廃家電 4品目の引渡事例について紹介します。協力店を掲載す
ることにより、住民への広報となっています。

(1) 「島内自治体の連携」の事例

◦島内自治体が協力して事業協力に参画
   （鹿児島県 沖永良部島）
鹿児島県沖永良部島内の和泊町、知名町の 2自治体
は、事業協力開始年度の 2009 年度と翌 2010 年度は
それぞれ単独で申請して事業協力を行っていましたが、
同じ島内で個別に事業協力を行うよりも、両自治体が
連携を図り、協力して実施するほうが業務の効率化が
図れるとして、2011 年度以降は隔年で交代して取り
まとめを行うこととし、現在までその体制を継続して
います。
なお小売業者に引取義務が課せられていない廃家電
４品目の回収体制については和泊町のホームページに
2町の協力店を掲載しており、住民への広報になって
います。

和泊町のホームページに知名町の小売業者に引取義
務が課せられていない廃家電４品目の引取依頼連絡先
を掲載して案内しています。

沖永良部島

和泊町

知名町


